
Ⅰ 奈良の雇用の状況を見る

１．奈良の労働力状態

２．奈良の非労働力率

３．奈良の失業率

４．奈良の有効求人倍率

５．奈良の従業者数の変化

６．各都道府県の従業者数の伸び（要因分析）

1



305,250 665,774 596,5256,469
47,774222,705

525,975

0200,000400,000600,000800,0001,000,0001,200,0001,400,000

S25 S30 S35 S40 S45 S50 S55 S60 H2 H7 H12 H17 H22

非労働力完全失業者就業者
S25計534,424

H12計1,211,740 H22計1,149,928(人) 奈良県
40,372,373
59,611,31164,141,54436,024,873
4,087,790

722,935
41,007,773

19,407,414
020,000,00040,000,00060,000,00080,000,000100,000,000120,000,000

S25 S30 S35 S40 S45 S50 S55 S60 H2 H7 H12 H17 H22

非労働力完全失業者就業者S25計56,155,222
H12計106,484,112 H22計104,071,474(人) 全国

○奈良県・全国ともに、15歳以上人口は平成12年まで増加、その後減少に転じている。

○奈良県・全国ともに、就業者が平成7年から減少している一方で、「完全失業者」は増加し続けている。

○非労働力は、平成17年をピークに減少。

○奈良県は全国に比して、人口増加を背景として昭和35年から平成7年にかけての労働力人口の増加が顕著。

労働力状態の推移（奈良県・全国）

出典：国勢調査（総務省）長期時系列データ
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○奈良県は、就業者の割合が過去から少なく、また長期的には昭和50年代以降において減少傾向で、完全失業者の割合及び非労働力の割合

が増加傾向にある。また、奈良県は非労働力の割合が全国や他府県より多く、平成22年時点で全国2位となっている。

○福井県は他県に比べてかつては就業者の割合が多かったが、近年は全国に近い水準まで低下。

○大阪府は他の３つと異なる推移で、就業者の割合が昭和30年代に急上昇し、以降横ばいから減少傾向。完全失業者の割合が他より多い。

労働力状態の割合の推移（奈良県・福井県・大阪府・全国）

出典：国勢調査（総務省）長期時系列データ
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○高齢化の進行を背景として、非労働力率は全般的に上昇傾向。

○奈良県は、女性の就業率が低いことも加わって、近畿で最も高い状態で推移している。

○滋賀県は、逆に女性の就業率が高いことから非労働力率が低く推移していると考えられる。

非労働力率の推移（近畿府県・全国）※３年平均を試算

出典：労働力調査（総務省）モデル推計値（四半期ごとの数値を算出）を用い、3年ごとに平均値を試算※H9以前は算出していない。また、男女別のデータもない。35%
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○奈良県は、数値も動きも全国と類似している。

○大阪、兵庫、京都といった大都市を抱える府県は変動が大きく、数値も常に高めに推移。特に大阪は最近でも高止まり。

完全失業率の推移（近畿府県・全国）※３年平均を試算

出典：労働力調査（総務省）モデル推計値（四半期ごとの数値を算出）を用い、3年ごとに平均値を試算※H9以前は算出していない。また、男女別のデータもない。3%
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○有効求人倍率は、全般的に改善されてきている。奈良県は、平成24年度は横ばい傾向だったが平成25年度に入って

再び上昇に転じている。

○正社員有効求人倍率を見ると、21年度のような０．３倍を切る状況からは改善傾向にあるものの、奈良県は依然として

０．５倍を下回っており、厳しい状況が続いている。

有効求人倍率と正社員有効求人倍率の推移（奈良・近畿・全国）

出典：一般職業紹介状況（厚生労働省）0.20
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○奈良県は全国よりもS56～H8の従業者数の伸びが大きかったが、近年は横ばい傾向。

○上位の沖縄県は現在もゆるやかな増加傾向。

○全国は下位の秋田県と同様に微減傾向。

民営事業所従業者数の推移（奈良県・全国・秋田県・沖縄県）

出典：事業所企業統計、経済センサス（総務省、経済産業省）

民営事業所従業者の伸び

※経済センサスは事業所企業統計よりも調査対象が拡大している。

※

◇従業者の伸び：昭和56年の従業者数を1として表示
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H24全国 ： 55,838,266人

H24奈良県 ： 427,579人

S56全国 ： 45,961,266人
S56奈良県 ： 293,179人
S56沖縄県 ： 305,875人

S56秋田県 ： 424,317人

H24沖縄県 ： 514,802人

H24秋田県 ： 418,749人

S56→H24の比率が最下位S56→H24の比率が1位
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○県内就業者数は男性は平成７年をピークに減少。女性は近年まで増加傾向。（男女計は平成１２年がピーク）

○平成12年以降、30歳未満の就業者数は大きく減少している。

○平成22年調査時には団塊の世代の就業者数が急減。60歳に到達したことによる退職の増加と考えられる。

奈良県内就業者数の推移（男女別）

出典：国勢調査

8

※県内就業者数は従業地が県内である年齢別15歳以上就業者数より集計

総数

30歳未満
団塊（昭和20年～25年生）
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○全ての地域で従業者数は減少しており、奈良県は全国で9番目に減少率が高く、従業者の伸び率に占める地域独自要因の割合が全国で2

番目に高い。

○都市部は産業構造要因の影響が大きく、地方では小さい傾向が見られる。 A

○東北では従業者数が大きく減少しており、震災の影響によるものと思われる。 B

○九州では従業者数があまり減少していない。 C

○奈良県を含むその他の地域は従業者の伸びに対する産業構造要因の影響が小さい D

各都道府県の従業者数の伸び（要因分析）

出典：経済センサス

産業構造要因＝Σ（産業別当該地域の産業シェア×産業別全国の従業者数の伸び）※※全国的に従業者数が大きく減少している産業が集積している地域では産業構造要因の割合が高くなる。地域独自要因＝当該地域の従業者数の伸び-当該地域の産業構造要因
(定義は「みずほ総研論集2011年Ⅱ号」より)
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Ⅱ 奈良で働く人の賃金は？

１．奈良の定期給与の推移と全国との差

２．奈良の職種別定期給与の全国との差

３．奈良の定期給与の推移と全国との差（男性、女性）

４．奈良の職種別定期給与の全国との差（男性、女性）

５．貯蓄額と雇用者所得
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出典：毎月勤労統計

○平成12年から平成15年にかけては全国と奈良県の給与額は接近していたが、平成16年以降大きく乖離。

○近年は、全国では横這い傾向だが奈良県は下落し続けている。

常用労働者１人平均月間給与額＜定期給与＞の推移
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○「電気・ガス・熱供給・水道業」を除く全てにおいて全国を下回っており、特に「飲食店、配達飲食サービス業」、「宿泊業」が低い。

常用労働者１人平均月間給与（産業別・対全国比・男女計）

出典：毎月勤労統計H25.5

プロットは全国の常用労働者１人

平均月間給与額を１とした場合の

奈良県の値
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出典：毎月勤労統計

○全国は平成9年をピークに下降傾向に推移。

○奈良県では平成15年まで伸びが持続し、平成15年には全国と同水準となるも平成16年以降大きく下落。

常用労働者１人平均月間給与額＜定期給与＞の推移（男性）
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出典：毎月勤労統計

○全国は、男性と同様平成9年をピークに下降傾向に推移するが、平成16年以降は横這い傾向。

○奈良県では、平成12年をピークに全国を上回るが平成16年に急落、平成18年から平成21年にかけて再び上昇

後再び下降傾向をたどり、全国との差が広がっている。

○全国、奈良県ともに女性の平均月間給与額は男性の半分程度。

常用労働者１人平均月間給与額＜定期給与＞の推移（女性）
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○「保健衛生，社会保険・社会福祉・介護事業」で全国を大きく上回っている。

○「飲食店，配達飲食サービス業」、「宿泊業」、「生活関連サービス業，娯楽業」が全国との差が大きい。

常用労働者１人平均月間給与（産業別・対全国比・男性）

出典：毎月勤労統計H25.5

プロットは全国の常用労働者１

人平均月間給与額を１とした場

合の奈良県の値
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○男性と異なり、「保健衛生、社会保険・社会福祉・介護事業」が低く、「生活関連サービス業、娯楽業」が高い。

○全体的に男性よりも全国比が低い。

常用労働者１人平均月間給与（産業別・対全国比・女性）

出典：毎月勤労統計H25.5

プロットは全国の常用労働者１人

平均月間給与額を１とした場合

の奈良県の値
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就業者一人当たり雇用者所得と世帯当たり貯蓄現在高

05,00010,00015,00020,00025,00030,000

昭和44年 昭和49年 昭和54年 昭和59年 平成元年 平成6年 平成11年 平成16年 平成21年

貯蓄現在高（千円）

-2,000-1,000-1,000
2,0003,0004,0005,0006,0007,000雇用者所得（千円）

滋賀県奈良県兵庫県和歌山県大阪府京都府

【貯蓄現在高】

○奈良県の貯蓄現在高は常に上位。特に平成16年時点では他府県を大きく上回っている。

○高度成長期の昭和44年、49年時点では和歌山県を含む各府県ともに大きな差は見られず、昭和の期間は順調に伸びている。平成に入る

と、各府県の伸びに差が出てきている。

○和歌山県は平成元年以降は平成16年を除き常に下位。

【雇用者所得】

○平成11年以降雇用者所得は各府県とも減少している。貯蓄もH16～H21は減少傾向になっている。

2人以上世帯における貯蓄現在高と雇用者所得の変化（近畿府県）

出典：全国消費実態調査報告、県民経済計算
貯蓄現在高

雇用者所得
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○S59からH元のバブル期には全国的に貯蓄が大きく伸びたが、それ以降伸びは縮小し減少に転じている。

○所得と貯蓄の伸びは、平成以降は奈良県の一時期を除いて概ね同じ傾向で伸びが縮小してきている。

貯蓄現在高と雇用者所得の伸び率の比較（奈良・近畿・全国）

【出典】雇用者所得：県民経済計算 貯蓄現在高：全国消費実態調査報告

貯蓄現在高と雇用者所得　５年ごとの伸び率の比較
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～どの分野の雇用が伸びているのか～

19

Ⅲ 奈良の雇用の発生状況

１．民営従業者数の推移（産業大分類別：「農林業」、「製造業」

「卸売業，小売業」、「サービス業」）

２．民営従業者割合の推移（産業分類別）

３．雇用保険被保険者数（産業分類別）

４．新規開業の割合が高い業種

５．奈良の業種別の事業所数の推移（製造業）

６．奈良の業種別の従業者数の推移（製造業）



1.00 1.91 1.96 1.99 1.86 2.23 2.82 3.12
5.56 4.82

1.00 1.23 1.34 2.21 2.031.00 0.86 0.87 0.99 1.87 1.641.00 0.52 0.41 0.42 0.62 0.74 0.66 0.75 0.80 0.711.090.95 0.99 0.95 1.19 1.13 1.251.03 0.93 0.98 0.91 1.230.830.001.002.003.004.005.006.00

S56 S61 H3 H6 H8 H11 H13 H16 H18 H21 H24

沖縄県全国奈良県東京都 1.00 1.11 1.09 1.00 1.04 0.93 1.00 1.04 1.091.00 1.04 0.90 0.90 0.83 0.791.00 0.77 0.77 0.76 0.721.00 0.93 0.85 0.81 0.64 0.67 0.54 0.55 0.56 0.43
1.02 1.15 1.021.161.131.141.08 0.860.891.001.031.101.040.93

0.000.200.400.600.801.001.201.40

S56 S61 H3 H6 H8 H11 H13 H16 H18 H21 H24
沖縄県奈良県全国東京都

出典：事業所企業統計、経済センサス

○奈良県の「農林業」は全国と類似の動きで推移。沖縄県は他と異なり増加が続いている。

○「製造業」は全国では平成3年、奈良県では平成8年をピークに減少している。東京都は長期的に減少傾向が続き、

全国以上に減少幅が大きい。

○奈良県の「製造業」の減少傾向は全国と類似の動きで推移。

民営従業者数の推移（産業大分類別：「農林業」、「製造業」）

農林業従業者

※経済センサスは事業所企業統計よりも調査対象が拡大している。経済センサスでは収入を得て働く従業者がいないもの、休業中かつ従業者がいないもの、季節的に営業する事業所で調査期日に従業者がいないものを調査対象に加えたため従業者数が急増。

※
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製造業従業者

※

◇従業者の伸びは「昭和56年の従業者数＝1」として算出

S56→H24の比率が最下位S56→H24の比率が1位

S56→H24の比率が最下位S56→H24の比率が1位



1.00 1.14 1.31 1.41 1.44 1.50 1.33 1.44 1.53 1.41
1.00 1.33 1.38 1.35 1.41 1.241.00 1.04 1.05 1.08 1.001.00 1.00 0.98 1.03 0.98 0.99 0.89 0.89 0.88 0.77

1.53 1.421.401.291.301.14 1.131.121.201.141.111.050.98
0.000.200.400.600.801.001.201.401.601.80

S56 S61 H3 H6 H8 H11 H13 H16 H18 H21 H24
埼玉県奈良県全国秋田県 1.00

1.68 1.78 2.03 2.22 2.24 2.47 2.74 2.77

1.00
1.94 2.26 2.60 2.57

1.00
1.65 1.82 2.02 2.00

1.00 1.21 1.23 1.34 1.35 1.44 1.37 1.48 1.56 1.541.29 2.01 1.70 1.931.741.481.451.20 1.721.591.601.431.421.161.08
0.000.501.001.502.002.503.00

S56 S61 H3 H6 H8 H11 H13 H16 H18 H21 H24

埼玉県奈良県全国高知県

出典：事業所企業統計、経済センサス

○奈良県の「卸売業，小売業」は、全国と異なり大きく増加した後、横ばい傾向で推移。上位の埼玉県と同様の傾向。

○奈良県の「サービス業」は全国と異なり平成16年から大きく増加。上位の埼玉県と同様の傾向。

民営従業者数の推移（産業大分類別：「卸売業，小売業」、「サービス業」）

※経済センサスは事業所企業統計よりも調査対象が拡大している。
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卸売業，小売業従業者 サービス業従業者

※
※

◇従業者の伸びは昭和56年の従業者数＝1として算出

S56→H24の比率が最下位S56→H24の比率が1位
S56→H24の比率が最下位S56→H24の比率が1位



0.2% 0.2% 0.2% 0.2% 0.1% 0.1% 0.2% 0.1% 0.1% 0.3% 0.2%31.8% 30.1% 28.0% 28.2% 26.0% 24.8% 23.0% 21.2% 20.0% 17.1% 17.3%
25.6% 25.6% 25.6% 26.0% 25.4% 25.6% 25.9% 26.3% 24.3% 23.3% 21.8%
25.4% 26.7% 28.3% 29.3% 31.2% 32.4% 34.8% 36.7% 40.3% 42.8% 44.7%
17.0% 17.4% 17.9% 16.3% 17.4% 17.1% 16.2% 15.7% 15.2% 16.6% 15.9%

0%10%20%30%40%50%60%
70%80%90%
100%

S56 S61 H3 H6 H8 H11 H13 H16 H18 H21 H24

その他サービス業卸売業，小売業製造業農業，林業
0.3% 0.3% 0.3% 0.3% 0.3% 0.3% 0.3% 0.4% 0.4% 0.6% 0.5%28.0% 27.1% 25.6% 24.5% 22.4% 21.3% 20.3% 19.1% 18.3% 16.8% 16.6%
25.5% 24.9% 23.6% 24.6% 24.5% 24.5% 24.2% 23.5% 22.8% 21.7% 21.0%
24.3% 26.4% 28.8% 29.5% 31.1% 33.0% 35.0% 35.5% 37.6% 38.6% 40.1%
21.8% 21.2% 21.6% 21.1% 21.7% 20.9% 20.2% 21.6% 20.8% 22.3% 21.7%

0%10%20%30%40%50%60%70%80%90%100%

S56 S61 H3 H6 H8 H11 H13 H16 H18 H21 H24 出典：事業所企業統計、経済センサス

○奈良県は、全国と比べて「製造業」の占める割合の減少幅が大きく、サービス業の割合が大きく増加している。

○奈良県の「卸売業，小売業」の割合は、全国と類似した割合で推移し、減少傾向。

民営従業者割合の推移（産業分類別）
22

全国 奈良県



7.6% 7.8% 7.8% 8.4% 9.0% 9.6% 10.6% 12.3% 12.4% 13.2% 14.4%22.5% 21.4% 19.7% 17.8% 17.8% 16.6% 14.8% 13.5% 11.8% 11.0% 11.0%16.8% 14.7% 15.1% 15.3% 15.0% 15.1% 14.6% 14.6% 13.8% 14.8% 15.0%7.6% 15.0% 15.2% 15.1% 15.0% 15.5% 16.3% 17.4% 18.5% 19.1% 18.7%6.8% 8.0% 10.6% 8.0% 8.4% 8.4% 8.6% 9.2% 8.2% 8.2% 8.9%11.3% 13.7% 8.6% 15.9% 14.3% 15.1% 15.6% 14.0% 16.6% 18.2% 17.0%9.8% 10.3% 14.8% 10.9% 11.9% 11.8% 11.7% 11.2% 11.2% 7.7% 7.8%17.7% 9.1% 8.1% 8.5% 8.6% 7.9% 7.8% 7.9% 7.5% 7.6% 7.3%

0%10%20%
30%40%50%
60%70%80%
90%100%

S56 S61 H3 H6 H8 H11 H13 H16 H18 H21 H24

その他電気・電子機械(電気・電子除く)金属化学紙・木材繊維飲食料品
10.3% 10.4% 10.6% 11.4% 12.2% 12.6% 13.4% 14.1% 14.0% 14.7% 15.5%12.5% 11.3% 10.3% 9.5% 8.9% 7.7% 6.6% 5.9% 5.3% 5.0% 4.5%13.8% 12.9% 12.6% 12.9% 12.8% 12.8% 12.5% 11.1% 10.7% 10.3% 9.8%6.1% 9.1% 9.4% 9.7% 9.8% 10.1% 10.5% 10.9% 11.2% 11.4% 11.7%13.5% 12.2% 12.1% 12.1% 11.9% 11.8% 11.7% 11.8% 12.1% 12.0% 12.2%19.8% 20.5% 21.0% 20.9% 21.2% 21.6% 22.0% 23.6% 24.7% 24.8% 25.4%12.5% 15.9% 16.5% 16.1% 15.8% 16.2% 16.4% 15.9% 15.6% 15.2% 14.5%11.6% 7.8% 7.5% 7.4% 7.5% 7.1% 6.9% 6.7% 6.4% 6.7% 6.3%

0%10%20%30%40%50%60%70%80%90%100%

S56 S61 H3 H6 H8 H11 H13 H16 H18 H21 H24
出典：事業所企業統計、経済センサス

○全国、奈良県ともに「繊維」系の割合が大きく減少し、「飲食料品」系の割合が大きく増加している。

○奈良県は全国に比べて「機械（電気・電子除く）」系の割合が小さい。

○昭和56年調査時には奈良県の主要製造業は「繊維」系だったが、現在は大幅に縮小。

民営従業者割合の推移（製造業：産業分類別）
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全国 奈良県

※産業分類は中分類を基に系統ごとに集計

※プラスチック製品製造業は昭和５６年はその他に分類



19.2% 18.8% 19.7% 18.7% 18.0% 19.2% 17.2% 16.3% 15.6% 18.3% 18.2%4.6% 9.3% 6.5% 8.3% 10.7% 6.3% 8.6% 9.1% 9.2% 7.0% 4.1%9.3% 8.0% 8.5% 8.4% 7.3% 7.0% 6.4% 7.3% 7.4% 6.8% 7.3%29.9% 28.7% 29.7% 29.2% 27.7% 31.0% 31.8% 33.1% 32.0% 31.1% 32.7%5.1% 5.4% 5.3% 6.0% 5.6% 5.3% 5.0% 4.8% 5.7% 6.2% 5.8%8.7% 7.2% 6.8% 6.6% 6.1% 6.4% 5.5% 5.1% 5.1% 5.6% 5.7%23.2% 22.6% 23.3% 22.9% 24.6% 24.8% 25.6% 24.3% 25.0% 24.1% 23.8%0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 1.0% 2.2%

0%10%20%
30%40%50%
60%70%80%
90%100%

S56 S61 H3 H6 H8 H11 H13 H16 H18 H21 H24

無店舗小売業その他の小売業家具・じゅう器・機械器具小売業自動車・自転車小売業飲食料品小売業織物・衣服・身の回り品小売業各種商品小売業卸売業37.2% 37.9% 38.8% 38.3% 35.9% 36.1% 32.5% 32.7% 31.2% 32.5% 32.6%4.8% 5.2% 4.1% 4.7% 5.1% 4.3% 5.5% 4.7% 5.1% 5.0% 3.3%7.6% 7.0% 7.0% 6.5% 6.2% 6.0% 5.8% 6.0% 6.1% 5.9% 6.1%22.0% 22.4% 22.3% 22.7% 23.9% 24.8% 25.9% 27.5% 27.5% 25.3% 26.4%5.2% 5.0% 4.5% 4.6% 4.9% 4.5% 5.2% 4.6% 5.1% 5.3% 4.9%6.0% 5.2% 5.1% 4.9% 4.8% 4.6% 4.6% 4.4% 4.3% 4.6% 4.1%17.2% 17.3% 18.1% 18.3% 19.2% 19.7% 20.6% 20.0% 20.7% 20.5% 20.2%0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.9% 2.4%

0%10%20%30%40%50%60%70%80%90%100%

S56 S61 H3 H6 H8 H11 H13 H16 H18 H21 H24
出典：事業所企業統計、経済センサス

○全国、奈良県ともに「卸売業」の割合が減少し、「飲食料品小売業」、「その他の小売業」の割合が増加している。

○奈良県は全国に比べて「卸売業」の割合が小さい。

民営従業者割合の推移（卸売業，小売業：産業分類別）
24

全国 奈良県

※卸売業は卸売業に属する中分類を集計



23.2% 23.9% 23.6% 23.6% 23.5% 23.2% 23.0% 22.5% 22.0% 22.6% 22.4%11.4% 11.9% 11.9% 11.7% 12.0% 12.2% 11.1% 10.9% 10.1% 10.1% 9.3%5.7% 5.8% 6.0% 7.3% 7.0% 6.4% 5.7% 5.8% 5.0% 5.3% 4.7%6.6% 6.4% 5.8% 5.6% 5.1% 4.8% 4.3% 4.0% 3.5% 3.2% 3.1%17.7% 18.5% 19.9% 19.4% 20.3% 19.2% 20.2% 15.2% 15.8% 13.4% 11.8%
17.7% 18.9% 19.4% 19.7% 20.4% 21.9% 24.4% 29.4% 31.4% 32.7% 36.9%
17.6% 14.7% 13.3% 12.8% 11.6% 12.3% 11.4% 12.3% 12.2% 12.7% 11.9%

0%10%
20%30%
40%50%
60%70%
80%90%
100%

S56 S61 H3 H6 H8 H11 H13 H16 H18 H21 H24

その他医療・福祉事業宿泊娯楽生活飲食27.9% 26.1% 24.4% 23.3% 23.0% 22.9% 22.3% 21.3% 20.1% 22.3% 21.6%
11.7% 11.4% 10.7% 10.7% 10.4% 10.1% 10.1% 9.9% 9.4% 9.2% 8.9%4.8% 5.2% 5.9% 6.5% 6.3% 6.1% 5.5% 6.2% 5.7% 6.1% 5.6%6.1% 5.6% 5.4% 5.4% 5.0% 4.8% 4.2% 4.0% 3.6% 3.5% 3.2%
24.3% 26.3% 29.3% 28.3% 29.6% 29.2% 30.5% 28.1% 29.0% 24.7% 23.6%
16.1% 16.4% 16.0% 17.2% 17.6% 19.1% 19.8% 22.9% 24.6% 26.7% 29.6%9.0% 8.9% 8.3% 8.5% 8.1% 7.9% 7.6% 7.6% 7.6% 7.5% 7.5%

0%10%20%30%40%50%60%70%80%90%100%

S56 S61 H3 H6 H8 H11 H13 H16 H18 H21 H24 出典：事業所企業統計、経済センサス

○全国、奈良県ともに「医療・福祉」系の割合が大きく増加しているが、奈良県の方がより大きく増加。

○奈良県は全国に比べて「事業」系の割合が小さく、「医療・福祉」系の割合が高い。

民営従業者割合の推移（サービス業：産業分類別）
25

全国 奈良県

※産業分類は中分類を基に系統ごとに集計



42.57% 44.61% 46.03% 45.95% 47.04% 48.70% 49.62% 49.84% 48.53%3.20% 3.91% 4.35% 4.92% 5.07% 3.90% 4.53% 4.72% 5.29%8.33% 5.91% 5.76% 5.85% 6.54% 8.12% 7.36% 7.57% 7.68%19.43% 16.33% 14.58% 12.17% 10.78% 9.65% 10.48% 9.99% 9.79%9.71% 10.91% 10.83% 11.94% 11.40% 10.65% 10.48% 11.81% 13.60%9.48% 9.41% 8.76% 8.63% 7.53% 7.03% 5.61% 4.22% 3.45%6.27% 7.63% 8.32% 9.47% 10.62% 11.04% 11.08% 11.17% 11.25%0.42%
0.00%0.68%0.83%0.91%1.01%1.07%1.37%1.30%1.00%

0%10%20%
30%40%50%
60%70%80%
90%100%

S61 H3 H6 H8 H11 H13 H16 H18 H21

管理，補助的事業所(本社等)酒場，ビヤホールバー，キャバレー，ナイトクラブその他の飲食店喫茶店すし店そば・うどん店料亭食堂，レストラン36.57% 39.00% 40.22% 40.74% 42.18% 42.98% 43.89% 44.47% 44.81%4.83% 4.72% 4.84% 5.07% 5.01% 4.93% 5.18% 4.98% 4.98%5.59% 5.24% 5.25% 5.34% 5.46% 5.45% 5.38% 5.27% 5.63%15.58% 11.82% 10.43% 8.90% 8.14% 7.67% 7.78% 7.82% 7.93%5.25% 5.55% 5.96% 6.58% 6.80% 7.22% 6.38% 7.13% 8.50%18.43% 20.19% 19.16% 18.14% 16.40% 15.59% 14.70% 13.25% 10.77%11.73% 11.67% 12.33% 13.74% 14.62% 15.13% 15.70% 16.22% 16.15%1.22%
0.00%0.87%2.04% 1.82% 1.81% 1.49% 1.38% 1.03% 1.00%

0%10%20%30%40%50%60%70%80%90%100%

S61 H3 H6 H8 H11 H13 H16 H18 H21出典：事業所企業統計、経済センサス

○全国、奈良県ともに「バー ，キャバレー ，ナイトクラブ」の割合が減少し、 「食堂，レストラン」 の割合が増加。

○奈良県では「食堂，レストラン」、「喫茶店」、「その他の飲食店」の割合が高く、 「バー ，キャバレー ，ナイトクラブ」 、

「酒場，ビヤホール」の割合が低い。

民営従業者割合の変化（飲食店：産業分類別）

全国 奈良県

「管理、補助的事業所」はH19の産業分類の改訂で新設「料亭」は「料亭」はH19の産業分類の改訂で「食堂、レストラン」に吸収ハンバーガー店、お好み焼き等はその他の飲食店※１※２※３
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○全体としては現在も被保険者数は増加し続けている。

○主に「製造業」が減少し、「医療業」、「社会保険・社会福祉・介護事業」が増加している。

雇用保険被保険者数（産業分類別・男女計）

出典：奈良労働局

※※※※近年近年近年近年のののの短期時系列短期時系列短期時系列短期時系列でのでのでのでの従業者数従業者数従業者数従業者数のののの変化変化変化変化をををを見見見見るためるためるためるため、、、、近似値近似値近似値近似値であるとであるとであるとであると思思思思われるわれるわれるわれる雇用保険被保険者数雇用保険被保険者数雇用保険被保険者数雇用保険被保険者数をををを用用用用いたいたいたいた。。。。

雇用保険被保険者数（産業分類別・奈良県・男女計）
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6月 9月 12月 3月 6月 9月 12月 3月 6月 9月 12月 3月 6月 9月 12月 3月 6月

H21 H22 H23 H24 H25

（千人） 分類不能の産業   公務  職業紹介・労働者派遣業 サービス業  複合サービス事業 社会保険・社会福祉・介護事業 医療業 教育，学習支援業 生活関連サービス業，娯楽業宿泊業   飲食サービス業  学術研究，専門・技術サービス業不動産業，物品賃貸業 金融業，保険業 小売業 卸売業 運輸業，郵便業  情報通信業    電気・ガス・熱供給・水道業  製造業建設業 鉱業，採石業，砂利採取業 漁業農業，林業
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27.9%

24.9%

11.0%

15.4%

10.8%

4.6%

8.7%

5.4%

8.7%

8.5%

8.3%

4.7%

6.8%

11.4%

6.5%

3.9%

3.2%

3.6%

3.1%

4.1%

5.0%

13.7%

全体
新規開業
卸売業，小売業 宿泊業，飲食サービス業 製造業 建設業

生活関連サービス業，娯楽業 サービス業（他に分類されないもの） 医療，福祉 不動産業，物品賃貸業

教育，学習支援業 学術研究，専門・技術サービス業 その他

新規開業の割合が高い業種 （産業大分類別の事業所構成比 ）

出典：H21経済センサス基礎調査

「宿泊業・飲食サービス業」、「医療・福祉」、「教育・学習支援」、「学術研究、専門・技術サービス」などの業種の

新規開業（H18事業所・企業統計からの3年間の新設事業所数）の構成比が、全体の構成比よりも高くなっている

ことから、これらの業種が活性化していると考えられる。
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1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

S40 S41 S42 S43 S44 S45 S46 S47 S48 S49 S50 S51 S52 S53 S54 S55 S56 S57 S58 S59 S60 S61 S62 S63 H1 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22

繊維・衣服食料品プラスチック製品金属製品木材・木製品機械窯業・土石製品印刷・同関連業化学工業製品パルプ・紙・紙加工品

事業所数事業所数事業所数事業所数のののの推移推移推移推移（（（（製造業製造業製造業製造業：：：：上位上位上位上位１０１０１０１０業種業種業種業種））））

※平成12年までは全数調査平成13年以降は4人以上
繊維 341か所食料品 299か所ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ 284か所

事業所数（か所）

業種別の事業所数の推移（奈良県：製造業）

○平成22年での従業者4人以上の事業所数は、繊維工業が最も多くなっている。次いで食料品・飲料等製造業、プラ

スチック製品製造業となっている。繊維工業の事業所数は、戦後の高度成長期から依然として最も多い業種となっ

ている。

出典：工業統計調査
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S40 S41 S42 S43 S44 S45 S46 S47 S48 S49 S50 S51 S52 S53 S54 S55 S56 S57 S58 S59 S60 S61 S62 S63 H1 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22

食料品機械プラスチック製品電気機械・電子デバイス繊維・衣服金属製品輸送機械化学工業製品印刷・同関連業ゴム製品
従業者数従業者数従業者数従業者数のののの推移推移推移推移（（（（製造業製造業製造業製造業：：：：上位上位上位上位１０１０１０１０業種業種業種業種））））

従業者数（千人） ※平成12年までは全数調査平成13年以降は4人以上食料品 9,590人機械 8,891人ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ 6,512人電気機械 6,311人繊維 5,632人

業種別の従業者数の推移（奈良県：製造業）

出典：工業統計調査

○平成22年での従業者4人以上の事業所の従業者数は、食料品・飲料等製造業が最も多い。次いで機械製造業、プ

ラスチック製品製造業となっている。繊維工業の従業者数は、戦後の高度成長期から多くの従業者を抱えていたが、

最近は少ない状況にある。
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Ⅳ 奈良でどの地域の雇用が伸びているのか

31

１．奈良県内の従業者数の伸び（7地域）

２．奈良県内の地域別従業者数の割合（７地域）

３．奈良県内7地域別の昼夜間人口（就業者数）の比較

４．奈良県内7地域別従業者割合の比較（産業分類別）

５．奈良県の地域別雇用の課題

６．県内就業者 市町村別の移動状況（男女計、女性）



○大阪からのアクセスが良い地域ほど従業者数が伸びる傾向にある。

○平成6年基準では五條・吉野地域の減少が大きかったが、平成16年基準では宇陀・山添地域の減少の方が大きい。

奈良県内の従業者数の伸び（7地域）

出典：事業所企業統計、経済センサス

平成6年→平成24年 平成16年→平成24年

10％以上増
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減少大25.5%

31.5%

4.6%

8.1%
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-7.9%

14.1%

14.5%

2.6%

8.3%
14.0%

-8.0%

-2.2%

五條市
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市郡名
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3

2

1

吉野郡

宇陀郡

山辺郡

宇陀市

葛城市

香芝市

御所市

高市郡

桜井市

橿原市

大和高田市

磯城郡

天理市

大和郡山市

北葛城郡

生駒郡

生駒市

奈良市
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御所市、香芝市、葛城

市

37,641人, 8.8%

五條市、吉野郡

27,980人, 6.5%

大和高田市、橿原市、

桜井市、高市郡

84,704人, 19.8%

奈良市

118,826人, 27.8%

生駒市、生駒郡、北葛

城郡

65,087人, 15.2%

大和郡山市、天理市、

磯城郡

82,659人, 19.3%

宇陀市、山辺郡、宇陀

郡

10,682人, 2.5%

奈良県内の地域別従業者数の割合（７地域）

出典：Ｈ24経済センサス

○従業者数は、奈良市が最も多く、奈良市から大和郡山市周辺地域、橿原市周辺地域にかけての３つの地域で奈良県全体

の６５％を占める。

○大和郡山市周辺地域は、人口規模に比して従業者数が多く、昼間人口が多くなっていることを示している。

33

奈良県計奈良県計奈良県計奈良県計

427,579427,579427,579427,579人人人人



○大和郡山市、天理市、磯城郡の地域は、昼間人口の比率が高く、100を超えている。

○大阪に近い生駒市・生駒郡・北葛城郡の地域は、昼間人口の比率が特に低い。

奈良県内7地域別の昼夜間人口（就業者数）の比較

出典：国勢調査

※昼夜間就業者人口比＝当該地域で就業する就業者数÷当該地域に常住する就業者数
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その他

サービス業

卸売業，小売業

製造業

農業，林業

○奈良市では「サービス業」の割合が高い。

○大和郡山市周辺および御所市周辺では「製造業」の割合が高い。

○宇陀地域および五條・吉野地域では他の地域よりも「農業，林業」の割合がやや高い。

奈良県内7地域別従業者割合の比較（産業分類別）

出典：H21経済センサス
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北葛城郡生駒郡生駒市奈良市 磯城郡天理市大和郡山市
高市郡桜井市橿原市大和高田市 葛城市香芝市御所市 宇陀郡山辺郡宇陀市 吉野郡五條市

※産業分類は大分類を基に系統ごとに集計
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繊維
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○大和郡山市周辺では「機械（電気・電子除く）」系および「飲食料品」系の割合が高い。

○宇陀地域では「金属」系の割合が高く、「化学」系の割合が低い。

○五條・吉野地域では「紙・木材」系および「飲食料品」系の割合が高い。

奈良県内7地域別従業者割合の比較（製造業：産業分類別）

出典：H21経済センサス

36

北葛城郡生駒郡生駒市奈良市 磯城郡天理市大和郡山市
高市郡桜井市橿原市大和高田市 葛城市香芝市御所市 宇陀郡山辺郡宇陀市

※産業分類は中分類を基に系統ごとに集計

吉野郡五條市
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各種商品小売業

卸売業

○大和郡山市周辺では「卸売業」の割合が高い。

○大型店舗の多い奈良市、生駒市周辺、橿原市周辺では「各種商品小売業」の割合が高い。

○宇陀地域および五條・吉野地域では「機械器具小売業」の割合が低い。

奈良県内7地域別従業者割合の比較（卸売業，小売業：産業分類別）

出典：H21経済センサス
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※卸売業は卸売業に属する中分類を集計
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23.1% 22.5% 19.2% 24.1% 24.2% 12.6% 15.7%10.7% 8.7% 9.1% 9.9% 10.5% 9.1% 9.0%5.1% 4.7% 4.1% 5.3% 4.1% 14.5% 7.0%3.6% 1.2% 2.4% 2.4% 1.8% 4.6% 12.4%20.4% 13.7% 14.6% 17.4% 12.4% 13.1% 13.0%
26.1% 38.9% 29.8% 30.6% 37.8% 32.5% 31.1%
11.0% 10.3% 20.6% 10.4% 9.3% 13.6% 11.8%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

1 2 3 4 5 6 7

その他

医療・福祉

事業

宿泊

娯楽

生活

飲食

○生駒市周辺地域および御所市周辺地域では「医療・福祉」系の割合が高い。

○宇陀地域では「娯楽」系の割合が高い。

○五條・吉野地域では「宿泊」系の割合が高い。

○大和郡山市周辺地域で「その他」の割合が高いのは、天理市の「宗教」によるもの。

奈良県内7地域別従業者割合の比較（サービス業：産業分類別）

出典：H21経済センサス
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※産業分類は中分類を基に系統ごとに集計

吉野郡五條市



10.9% 16.5% 17.8% 13.2% 16.5% 28.2% 27.5%38.7% 32.8% 29.4% 33.1% 32.0% 24.8% 23.3%4.5% 6.9% 5.4% 5.3% 6.3% 4.3% 4.0%5.7% 9.2% 7.8% 9.7% 9.7% 3.0% 5.9%10.5% 8.7% 9.6% 8.9% 8.7% 11.4% 14.7%13.5% 11.0% 16.2% 13.3% 16.8% 12.5% 12.2%3.7% 2.7% 3.3% 3.8% 1.5% 5.0% 5.8%12.3% 10.0% 10.6% 12.8% 8.0% 10.9% 6.7%0.1% 2.2% 0.0% 0.0% 0.4% 0.0% 0.0%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

1 2 3 4 5 6 7

管理，補助的事業所(本社等)

酒場，ビヤホール

バー，キャバレー，ナイトクラブ

その他の飲食店

喫茶店

すし店

そば・うどん店

専門料理店

食堂，レストラン

○人口が比較的集中する奈良市および橿原市周辺では「専門料理店」の割合が高い。

○宇陀地域および五條・吉野地域では「食堂，レストラン」の割合が高い。

奈良県内7地域別従業者割合の比較（飲食店：産業分類別）

出典：H21経済センサス
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西和地域

東部南部地域

北中和地域

○大阪へのアクセスが便利な交通条件から、

県外就業率が特に高い。

○県内の他市町村へ通勤する割合も高い。

○男性の通勤時間が相対的に長い傾向。

○大規模店舗や中小の製造業等の事業所が

多数存在し、雇用のポテンシャルはある。

○周囲の市町村の雇用を吸収している。

○若者を中心とする人口流出が顕著。

○高校進学時からすでに自宅から出るケースもある。

○やや距離のある中和地域の市部の事業所へ通勤

するパターンが増加傾向（特に女性）。

奈良県の地域別雇用の課題 40



奈良市奈良市奈良市奈良市奈良市奈良市奈良市奈良市
大和郡山市大和郡山市大和郡山市大和郡山市大和郡山市大和郡山市大和郡山市大和郡山市

橿原市橿原市橿原市橿原市橿原市橿原市橿原市橿原市

移動率 １０％以上

移動率 ５％以上

平成１７年 国勢調査より作成 平成22年 国勢調査より作成

移動率＝他市町村での従業者数／

当該市町村の就業者総数

県内就業者 市町村別の移動状況（男女計）
41



奈良市奈良市奈良市奈良市奈良市奈良市奈良市奈良市
大和郡山市大和郡山市大和郡山市大和郡山市大和郡山市大和郡山市大和郡山市大和郡山市

橿原市橿原市橿原市橿原市橿原市橿原市橿原市橿原市

移動率 １０％以上

移動率 ５％以上

移動率＝他市町村での従業者数／

当該市町村の就業者総数

平成１７年 国勢調査より作成 平成22年 国勢調査より作成

○都市部に集中する傾向は

あるものの、移動距離は概し

て短く、近隣市町村への移動

が多い。

○しかし、H17年に比べ、H22

年は移動距離がより長くなる

傾向が見られる。

県内就業者 市町村別の移動状況（女性）
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Ⅴ 有効求人倍率から分かるもの
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１．有効求人倍率について

２．受理地別有効求人倍率と就業地別有効求人倍率の違い

３．職種別の求人数が有効求人倍率に及ぼす影響

４．職種別（小分類）・月間有効求人求職の状況

（有効求人倍率0．5倍以下、2倍以上）

５．季節ごとの職種別求人求職の状況

（有効求人倍率0．5倍以下、2倍以上）

６．「ミスマッチ指標」の推移（近畿府県・全国）



有効求人倍率について

一般一般一般一般にににに公表公表公表公表されているされているされているされている数値数値数値数値はははは、「、「、「、「受理地別受理地別受理地別受理地別のののの有効求人倍率有効求人倍率有効求人倍率有効求人倍率」」」」＝＝＝＝求人を受理したハローワークでカウント

奈良奈良奈良奈良のののの有効求人倍率有効求人倍率有効求人倍率有効求人倍率をををを引引引引きききき下下下下げるげるげるげる影響影響影響影響
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求人の取扱い
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①① ①①
原
則

原
則

原
則

原
則

②②②②事業所事業所事業所事業所にににに

人事権人事権人事権人事権がががが

無無無無いいいい場合場合場合場合はははは

・・・・・・・・・・・・

奈良県奈良県奈良県奈良県

③③ ③③
本
社

本
社

本
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本
社
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込
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込
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可
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可
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他府県他府県他府県他府県ど
こ
で
も

ど
こ
で
も

ど
こ
で
も

ど
こ
で
も

登
録
可

登
録
可

登
録
可

登
録
可

奈良奈良奈良奈良のののの有効求人倍率有効求人倍率有効求人倍率有効求人倍率をををを引引引引きききき上上上上げるげるげるげる影響影響影響影響

例例例例えばえばえばえば、、、、奈良県民奈良県民奈良県民奈良県民がががが大阪大阪大阪大阪ののののハローワークハローワークハローワークハローワークにににに

登録登録登録登録しているしているしているしている場合場合場合場合はははは、、、、大阪大阪大阪大阪のののの求職数求職数求職数求職数ににににカウントカウントカウントカウント

例例例例えばえばえばえば、、、、大阪大阪大阪大阪のののの会社会社会社会社がががが奈良勤務奈良勤務奈良勤務奈良勤務のののの求人求人求人求人をををを

大阪大阪大阪大阪でででで求人求人求人求人をををを出出出出したしたしたした場合場合場合場合はははは、、、、大阪大阪大阪大阪のののの求人数求人数求人数求人数ににににカウントカウントカウントカウント

他府県他府県他府県他府県

他府県他府県他府県他府県

他府県他府県他府県他府県



○受理地別と就業地別の差を見ると、奈良県は就業地別の方が高い。

就業地が奈良県になっている求人数のうち、相当数が大阪などの他府県でカウントされていることを意味する。

○全国的には、概ね地域の中心県の周囲の県が上位を占めている。

○逆に「受理地別＞就業地別」となる差が大きいのは概ね地域の中心県で、東京は突出して差が大きい。

受理地別有効求人倍率と就業地別有効求人倍率の違い

○平成24年の月平均の数値では、「受理した都道府県」と「就業地となる都道府県」が異なる求人は、全求人の１３．６％。

【出典】「労働市場分析レポート第5号（厚生労働省）“就業地別の有効求人倍率（試算）” H25.4.30」

○受理地別の有効求人数のうち「他県が就業地である求人」の割合が高いのは、概ね本社・支社などの管理的機能が集積

する地域。

○奈良県は、逆に「求人の提出が他県」の割合が高い。

○全国的には、神奈川・三重・滋賀など大都市の周囲の県でその割合が高い傾向。

本社・支社の隣接県に工場などの事業所があり、求人は本社・支社の所在地で一括して扱うケースが多いと思われる。

【有効求人数の受理地別と就業地別の傾向】 求人を受理したハローワークの所在と実際の就業地の都道府県が異なる場合がある。

【有効求人倍率における受理地別と就業地別の傾向】 求人内容から実際の就業地を軸にして補正試算

受理地別＞就業地別受理地 就業地
東京 1.08倍 → 0.84倍 -0.24

大阪 0.77倍 → 0.69倍 -0.08

群馬 0.97倍 → 0.90倍 -0.07

広島 0.89倍 → 0.85倍 -0.04

愛知 1.12倍 → 1.08倍 -0.04
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受理地 就業地
奈良 0.71倍 → 0.76倍 +0.05

福島 0.96倍 → 1.09倍 +0.13

滋賀 0.66倍 → 0.77倍 +0.11

神奈川 0.57倍 → 0.67倍 +0.10

富山 0.98倍 → 1.08倍 +0.10

千葉 0.65倍 → 0.74倍 +0.09

受理地別＜就業地別



職種別の求人数が有効求人倍率に及ぼす影響

求人求職求人求職求人求職求人求職ののののミスマッチミスマッチミスマッチミスマッチ（（（（職業別常用求人職業別常用求人職業別常用求人職業別常用求人・・・・求職数求職数求職数求職数のののの差差差差　　　　奈良県奈良県奈良県奈良県））））平成平成平成平成２４２４２４２４年度計年度計年度計年度計

-50,000-40,000-30,000-20,000-10,0000
10,00020,000

保健師、助産師、看護師
介護サービス接客・給仕飲食物調理保安生活衛生サービス

自動車運転社会福祉の専門的職業
医療技術者医師、歯科医師、獣医師、薬剤師 

建築・土木・測量技術者
建設躯体工事土木保健医療サービス

その他の保健医療
建設（建設躯体工事除）

電気工事販売類似製品検査（金属除）
家庭生活支援サービス

農林漁業機械整備・修理外勤事務製品検査（金属）
運輸・郵便事務採掘包装船舶・航空機運転

鉄道運転機械検査生産設備制御・監視（金属）
生産設備制御・監視（機械組立）

生産設備制御・監視（金属除）
その他の技術者清掃定置・建設機械運転

事務用機器操作金属材料製造､金属加工､金属溶接･溶

その他の輸送管理的職業その他のサービス
生産関連・生産類似

運搬居住施設・ビル等の管理
生産関連事務開発技術者製造技術者美術家､デザイナー､写真家､映像撮影

その他専門的職業
機械組立情報処理・通信技術者

営業・販売関連事務
製品製造・加工処理（金属除）

会計事務営業商品販売その他の運搬・清掃・包装等
一般事務(人)

【求人倍率の高い職種】

職種別有効求人倍率が高い分野である福祉系の職種では求人は多くあるが求職者が少なく、求人数と求職者数の差を見ても福祉系が特に

プラスが大きく（求人に対して求職者数が少ないということ）、全体の求人倍率を押し上げている。→試算試算試算試算①①①①

【求人倍率の低い職種】

一般事務が突出してマイナスとなっているが、これは、一般事務を希望する求職者数自体が非常に多いということである。→試算試算試算試算②②②②

出典：奈良労働局調べ

「差」＝求人数－求職者数

＜参考＞常用求人求職（パート含）の動き

平成24年度 有効求人倍率0.67倍

有効求職者数延べ291,350人 有効求人数延べ196,577人

★差が大きい職種の求人求職が全くない場合を設定した有効求人倍率の試算

試算①1・2位の「保健師、助産師、看護師」「介護サービス」が無い場合＝０．５６倍

試算②最下位の「一般事務」が無い場合＝０．８０倍
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6004002000
200400600

研究者 機械開発技術者

電気・電子・電気
通信開発製造者
（通信ネット その他の製造技
術者
システムコンサル
タント
システム設計技
術者
ソフトウェア開発
技術者 システム運用管
理者 その他の技術者 保育士 幼稚園教員 小学校教員 中学校教員 大学教員 その他の教育 デザイナー 図書館司書

カウンセラー（医
療・福祉施設除
く） 総務事務員 人事事務員 企画・調査事務

員 総合事務員 医療・介護事務
員
その他の一般事
務 経理事務員 その他の会計事

務 生産現場事務員 営業・販売事務
員 データ入力係員 商品仕入営業員 その他の接客・

給仕
マンション・アパ
ート・下宿管理人 ビル管理人 駐車場・駐輪場

管理人
その他の製品製
造・加工処理 一般機械組立工 電気機械組立工 電子機器部品組

立工
電気機械器具修
理工 製図工

フォークリフト運
転作業員 ビル設備管理員 倉庫作業員 その他の清掃 軽作業員

他に分類されな
い運搬・清掃・包
装等有効求人数　

　　有効求職
者数
○総合事務職ではある程度の求人数はあるが、求職者数が非常に多いため、有効求人倍率が低くなっている。

○全体的に事務系の職種で有効求人倍率が低くなっている。

職種別（小分類）・月間有効求人求職の状況（有効求人倍率0．5倍以下）

出典：奈良労働局調べ

2,941 1,138 633

※有効求職者数が20人以上、かつ有効求人倍率が0.5倍以下を抽出（H25.６月分）
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薬剤師 助産師 看護師 理学療法士 作業療法士 歯科衛生士 柔道整復師
他に分類され
ない保健医療
他に分類され
ない専門的職
業
機械器具販売
営業員
通信・情報シ
ステム営業員 金融・保険営
業員
家政婦（夫）
、家事手伝 施設介護員 訪問介護職 美容師 クリーニング

職
その他の生活
衛生サービス 調理人 飲食物給仕係

接客社交係
、芸者、ダン
サー 娯楽場等接客
員 広告宣伝人 葬儀師、火葬

係 警備員
他に分類され
ない保安 めん類製造工 弁当・総菜類

製造工 紡織工
ゴム・プラスチ
ック製品検査
工
乗用自動車運
転手 型枠大工 とび工 鉄筋工 配管工 内装工 電気工事作業

員 土木作業員 荷造作業員
ごみ収集・し
尿汲取作業
員有

効
求
人
数
　
　
　
有
効
求
職
者
数

○看護師、施設介護員、調理人はある程度の求職者数はあるが、それ以上に求人数が多い。

職種別（小分類）・月間有効求人求職の状況（有効求人倍率2倍以上）

出典：奈良労働局調べ

※有効求人数が20人以上、かつ有効求人倍率が2倍以上を抽出（H25.６月分）

1,363 1,162 1,058
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○求職者数が多い、あるいは両者の差が非常に大きい職種は、季節的・時期的な違いはなく同じ職種が常に上位に来る。

○上位は、事務系や軽作業系である。

○求職者数が最も多い「総合事務職」は、求人数も相当数あるが、求職者が突出して多いことから、求人倍率で見ると低くなる。

季節ごとの職種別求人求職の状況（有効求人倍率0.5倍以下）

出典：奈良労働局調べ
6004002000200400600

総合事務員軽作業員 他に分類されない運搬・清掃
・包装等 医療・介護事務員 その他の製品製造・加工処理総務事務

員 保育士 営業・販売事務員 経理事務員 デザイナー 倉庫作業員商品仕入営業員 生産現場事務員 ソフトウェア開発技術者 企画・調査事務員 その他の一般事務その他の教育 一般機械組立工 その他の清掃 製図工 マンション・アパート・下宿管
理人
電気・電子・電気通信開発製
造者（通 システムコンサルタント 機械開発技術者 ビル設備管理員 幼稚園教員ビル管理人 その他の製造技術者 フォークリフト運転作業員 駐車場・駐輪場管理人 システム設計技術者人事事務員 研究者 小学校教員 電気機械組立工 データ入力係員図書館司書 中学校教員 カウンセラー（医療・福祉施設

除く） その他の接客・給仕 その他の会計事務電気機械器具修理工 システム運用管理者 電子機器部品組立工 その他の技術者 大学教員有効求人数　　　有効求
職者数 6331,1382,941

6004002000200400600
総合事務員 軽作業員

他に分類されない運搬・清掃
・包装等 その他の製品製造・加工処
理 総務事務員 経理事務員 営業・販売事務員 商品仕入営業員 デザイナー 倉庫作業員 生産現場事務員 電気・電子・電気通信開発技

術者（通 その他の一般事務 ソフトウェア開発技術者 一般機械組立工 その他の清掃 マンション・アパート・下宿管
理人
電気・電子・電気通信開発製
造者（通 システムコンサルタント ビル設備管理員 その他の製造技術者 フォークリフト運転作業員 印刷・製本作業員 一般機械器具修理工 ビル管理人 電気機械組立工 システム設計技術者 図書館司書 データ入力係員 その他の会計事務 人事事務員 電気機械器具修理工 電子機器部品組立工 その他の技術者 著述家 その他の接客・給仕 食品製造技術者 その他の生産関連・生産類似

有効求人数　　　有効求
職者数 6981 ,0012 ,866

6004002000200400600
総合事務員 軽作業員 他に分類されない運搬・清掃

・包装等 医療・介護事務員 その他の製品製造・加工処
理 総務事務員 営業・販売事務員 経理事務員 商品仕入営業員 他に分類されないサービス 倉庫作業員 デザイナー 電気・電子・電気通信開発技

術者（通 生産現場事務員 その他の一般事務 ソフトウェア開発技術者 その他の清掃 電気・電子・電気通信開発製
造者（通 システムコンサルタント マンション・アパート・下宿管

理人 一般機械組立工 機械開発技術者 製図工 ビル設備管理員 その他の製造技術者 印刷・製本作業員 フォークリフト運転作業員 汎用金属工作機械工 システム設計技術者 一般機械器具修理工 電気機械組立工 ビル管理人 幼稚園教員 研究者 その他の技術者 人事事務員 電気機械器具修理工 データ入力係員 システム運用管理者 図書館司書 その他の会計事務 カウンセラー（医療・福祉施設
除く）有効求人数　　　有効求

職者数 8042 ,4 64
6004002000200400600

総合事務員 軽作業員 他に分類されない運搬・清
掃・ 医療・介護事務員 その他の製品製造・加工処

理 営業・販売事務員 経理事務員 商品仕入営業員 総務事務員 デザイナー 倉庫作業員 その他の清掃 その他の一般事務 生産現場事務員 ソフトウェア開発技術者 システムコンサルタント マンション・アパート・下宿管
理人 一般機械組立工 その他の教育 製図工 その他の製造技術者 電気機械組立工 機械開発技術者 ビル管理人 汎用金属工作機械工 会社の管理職員 フォークリフト運転作業員 システム設計技術者 幼稚園教員 その他の会計事務 ビル設備管理員 その他の技術者 図書館司書 研究者 小学校教員 人事事務員 システム運用管理者 データ入力係員有効求人数　　　有効求

職者数 8102,877

H25.3末末末末 H25.6末末末末

H24.9末末末末 H24.12末末末末

①全職種のうち、有効求職者数が２０人以上、かつ有効求人倍率が０．５倍以下を抽出

②有効求職者数の多い順に並べ、時期的に求人数・求職者数に職種の違いが現れるかを検証
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6004002000200400600
看護師 施設介護員 訪問介護職 飲食物給仕係警備員 乗用自動車運転手 美容師 その他の社会福祉の専門的 福祉施設指導専門員 土木作業員 薬剤師 歯科衛生士 娯楽場等接客員 土木技術者 他に分類されない専門的職

業荷造作業員 歯科助手 その他の生活衛生サービス 他に分類されない保安 機械器具販売営業員 とび工 理学療法士 金融・保険営業員 弁当・総菜類製造工 助産師不動産仲介・売買人 塗装工配管工 作業療法士 柔道整復師 陸上荷役・運搬作業員 その他の自動車運転 ゴム・プラスチック製品検査
工 葬儀師、火葬係 めん類製造工 その他の建設 鉄筋工 接客社交係、芸者、ダンサー 内装工 養畜作業員 クリーニング職 飲食料品販売営業員 商品訪問・移動販売員 家政婦（夫）、家事手伝 トリマー 自動車組立工型枠大工

有効求人数　　　有効求
職者数

1,41 2 1,36 1 65 46004002000200400600
看護師 施設介護員 訪問介護職 飲食物給仕係 警備員 乗用自動車運転手 美容師 薬剤師 歯科衛生士 娯楽場等接客員 土木技術者 他に分類されない専門的職 弁当・総菜類製造工 荷造作業員 機械器具販売営業員 とび工 選別作業員 助産師 他に分類されない保安 理学療法士 その他の生活衛生サービス 金融・保険営業員 柔道整復師 ゴム・プラスチック製品検査 その他の建設 塗装工 紡織工 板金工 測量技術者 作業療法士 陸上荷役・運搬作業員 クリーニング職 家政婦（夫）、家事手伝 食肉加工品製造工 内装工 商品訪問・移動販売員 鉄筋工 理容師 その他の包装 臨床工学技士 接客社交係、芸者、ダンサ

ー 視能訓練士、言語聴覚士 豆腐・こんにゃく・ふ製造工
有効求人数　　　有効求
職者数

1,428 1 ,165 679

季節ごとの職種別求人求職の状況（有効求人倍率２倍以上）

出典：奈良労働局調べ
6004002000200400600

看護師 施設介護員 調理人 飲食物給仕係 訪問介護職 警備員 乗用自動車運転手 美容師 土木作業員 薬剤師 他に分類されない専門的職業 歯科衛生士 娯楽場等接客員 電気工事作業員 機械器具販売営業員 他に分類されない保安 荷造作業員 弁当・総菜類製造工 理学療法士 とび工 その他の生活衛生サービス 金融・保険営業員 助産師 配管工 ゴム・プラスチック製品検査
工 紡織工 作業療法士 葬儀師、火葬係 柔道整復師 型枠大工 めん類製造工 クリーニング職 広告宣伝人 他に分類されない保健医療 接客社交係、芸者、ダンサー 内装工 通信・情報システム営業員 家政婦（夫）、家事手伝 鉄筋工 ごみ収集・し尿汲取作業員

有効求人数　　　有効求
職者数

1 ,363 1 ,162 1 ,0586004002000200400600
看護師 施設介護員 調理人 訪問介護職 飲食物給仕係 警備員 乗用自動車運転手 美容師 土木作業員 薬剤師 歯科衛生士 娯楽場等接客員 土木技術者 とび工 他に分類されない保安 ごみ収集・し尿汲取作業員 その他の生活衛生サービス 理学療法士 機械器具販売営業員 助産師 金融・保険営業員 不動産仲介・売買人 弁当・総菜類製造工 柔道整復師 ゴム・プラスチック製品検査

工 配管工 塗装工 作業療法士 めん類製造工 鉄筋工 運航管理事務員 建設機械運転工 接客社交係、芸者、ダンサー 葬儀師、火葬係 陸上荷役・運搬作業員 トリマー 商品訪問・移動販売員 家政婦（夫）、家事手伝 理容師 缶詰・瓶詰・レトルト食品製造 養畜作業員 保健師　 型枠大工有効求人数　　　有効求
職者数

1 ,365 1 ,218 1 ,0 80
H25.3末末末末 H25.6末末末末

H24.9末末末末 H24.12末末末末

○求人数が多い、あるいは両者の差が非常に大きい職種は、季節的・時期的な違いはなくほぼ同じ職種が常に上位に来る。

○上位は、看護師、介護系、飲食物給仕係、警備員、乗用自動車運転手である。但し３月、６月のみ「調理人」が出てくる。いずれも、求人倍率

を見ても高い。

①全職種のうち、有効求人数が２０人以上、かつ有効求人倍率が２倍以上を抽出

②有効求人数の多い順に並べ、時期的に求人数・求職者数に職種の違いが現れるかを検証
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○「ミスマッチ指標」※１という考え方を用いて、地域の失業率と求人求職の充足との関係を検証。
○奈良県の「ミスマッチ指標」は近畿府県、全国と比較しても低めに推移。

○平成23年度以降の時期で見ると、全般的には拡大傾向にある。

「ミスマッチ指標」の推移（近畿府県・全国）

出典：労働力調査、奈良労働局提供データ
「ミスマッチ指標」※１ = 失業率 – 欠員率※１ 本来は近畿や関東など地域ごとの「（失業率 – 欠員率）の総和÷２」として定義される指標を、都道府県毎に適用して試算。欠員率※２ = （有効求人数 – 充足者数）÷（有効求人数 –充足者数 + 就業者数）※２ 本来は（有効求人数 – 就職者数）÷（有効求人数 –就職者数 + 雇用者数）だが、就職者数と雇用者数は都道府県別データが存在しないため、それぞれ充足者数と就業者数に置き換えて推計。

0%1%
2%3%
4%5%
6%

Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ ⅡH23 H24 H25

京都

大阪

和歌山

滋賀

全国

奈良

兵庫

失業率：労働力調査モデル推計値就業者数：労働力調査モデル推計値有効求人数：奈良労働局提供月次データより集計充足者数：奈良労働局提供月次データより集計
Ⅰ：１～３月 Ⅱ：４～６月 Ⅲ：７～９月 Ⅳ：10～12月
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